
- P r e f a c e -

　資格試験では過去に出題された論点が繰り返し出題されるこ

とが多く、また、過去問を分析することでどのような勉強が必要

なのかが見えてきますので、過去問は重要です。

　本書は、2000年～2022年度の本試験問題を掲載しています

（2000年、2006年の試験制度変更により出題されなくなった

問題、論点が重なる問題等は掲載していません）。

　過去問を５肢択一式のまま掲載すると、問題に後で学習する

論点が含まれており、学習していない論点も解かなければならな

い場合があります。

　本書は、問題をカリキュラムに沿って選択肢ごとに編集してい

るので、効率よく学習することができます。

　行政書士試験は、試験制度が2000年、2006年に大きく変

わっています。出題傾向や問題の難しさも変わっているので、過

去問だけでは最新の試験傾向に対応できません。また、行政書

士試験は、出題数が少ない科目があるため、過去問だけではト

レーニングが不足してしまいます。

　本書は、他資格試験の問題やオリジナル問題を掲載して最新

の試験傾向に対応するとともに、問題数不足を補っています。

まえがき

過去問を掲載！

学習カリキュラムに沿って問題を編集！

他資格試験の問題・オリジナル問題を掲載！
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記入例：□□□□□□□□□□×××××○ ○

問題の種類・重要度が一目でわかる !

▶ 行政書士過去問題マーク □の欄に、正誤の判断と理由付けができたら「○」、できなかったら「×」をつ

けてください。

×が多い問題が弱点です。時間が足りないときは、弱点の問題を優先的に解

きましょう。

一肢ごとに問題を解くときも、目をそのまま右に移せばすぐに正解・解説がわか

るので、時間の無駄なく学習を進められます。また、正解が見えてしまうのが

気になる方は、巻末のブラインドシート（切り取ってご使用ください）で正解を隠

して問題を解くことができます。

正誤チェック欄で自分の弱点を確認！02

ブラインドシートで繰り返し解く！03

行政書士試験の過去問題を意味します。数字は出題年です。

……… 2006 年度出題の行政書士過去問を意味します。

他資格試験の問題を意味します。

……… 司法試験の問題を意味します。

……… 旧司法試験の問題を意味します。

……… 司法書士試験の問題を意味します。

……… 宅地建物取引士試験の問題を意味します。

……… 公認会計士試験の問題を意味します。

……… 各種国家公務員試験の問題を意味します。

▶ 他資格問題マーク

……… オリジナル問題を意味します。

▶ オリジナル問題マーク

01

Subject.１ 本書の表記
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記入例：□□□□□□□□□□×××××○ ○

問題の種類・重要度が一目でわかる !

▶ 行政書士過去問題マーク □の欄に、正誤の判断と理由付けができたら「○」、できなかったら「×」をつ

けてください。

×が多い問題が弱点です。時間が足りないときは、弱点の問題を優先的に解

きましょう。

一肢ごとに問題を解くときも、目をそのまま右に移せばすぐに正解・解説がわか

るので、時間の無駄なく学習を進められます。また、正解が見えてしまうのが

気になる方は、巻末のブラインドシート（切り取ってご使用ください）で正解を隠

して問題を解くことができます。

正誤チェック欄で自分の弱点を確認！02

ブラインドシートで繰り返し解く！03

行政書士試験の過去問題を意味します。数字は出題年です。

……… 2006 年度出題の行政書士過去問を意味します。

他資格試験の問題を意味します。

……… 司法試験の問題を意味します。

……… 旧司法試験の問題を意味します。

……… 司法書士試験の問題を意味します。

……… 宅地建物取引士試験の問題を意味します。

……… 公認会計士試験の問題を意味します。

……… 各種国家公務員試験の問題を意味します。

▶ 他資格問題マーク

……… オリジナル問題を意味します。

▶ オリジナル問題マーク

01

Subject.１ 本書の表記
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記入例：□□□□□□□□□□×××××○ ○

問題の種類・重要度が一目でわかる !

▶ 行政書士過去問題マーク □の欄に、正誤の判断と理由付けができたら「○」、できなかったら「×」をつ

けてください。

×が多い問題が弱点です。時間が足りないときは、弱点の問題を優先的に解

きましょう。

一肢ごとに問題を解くときも、目をそのまま右に移せばすぐに正解・解説がわか

るので、時間の無駄なく学習を進められます。また、正解が見えてしまうのが

気になる方は、巻末のブラインドシート（切り取ってご使用ください）で正解を隠

して問題を解くことができます。

正誤チェック欄で自分の弱点を確認！02

ブラインドシートで繰り返し解く！03

行政書士試験の過去問題を意味します。数字は出題年です。

……… 2006 年度出題の行政書士過去問を意味します。

他資格試験の問題を意味します。

……… 司法試験の問題を意味します。

……… 旧司法試験の問題を意味します。

……… 司法書士試験の問題を意味します。

……… 宅地建物取引士試験の問題を意味します。

……… 公認会計士試験の問題を意味します。

……… 各種国家公務員試験の問題を意味します。

▶ 他資格問題マーク

……… オリジナル問題を意味します。

▶ オリジナル問題マーク

01

Subject.１ 本書の表記

Ｂ
Mac

DIC 0001913053　行政_トレ問1_ 基礎法学_憲法_本書の表記

- ii -

2109058   

行
政
書
士
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
問
題
集

 

①
基
礎
法
学
・
憲
法

記入例：□□□□□□□□□□×××××○ ○

問題の種類・重要度が一目でわかる !

▶ 行政書士過去問題マーク □の欄に、正誤の判断と理由付けができたら「○」、できなかったら「×」をつ

けてください。

×が多い問題が弱点です。時間が足りないときは、弱点の問題を優先的に解

きましょう。

一肢ごとに問題を解くときも、目をそのまま右に移せばすぐに正解・解説がわか

るので、時間の無駄なく学習を進められます。また、正解が見えてしまうのが

気になる方は、巻末のブラインドシート（切り取ってご使用ください）で正解を隠

して問題を解くことができます。

正誤チェック欄で自分の弱点を確認！02

ブラインドシートで繰り返し解く！03

行政書士試験の過去問題を意味します。数字は出題年です。

……… 2006 年度出題の行政書士過去問を意味します。

他資格試験の問題を意味します。

……… 司法試験の問題を意味します。

……… 旧司法試験の問題を意味します。

……… 司法書士試験の問題を意味します。

……… 宅地建物取引士試験の問題を意味します。

……… 公認会計士試験の問題を意味します。

……… 各種国家公務員試験の問題を意味します。

▶ 他資格問題マーク

……… オリジナル問題を意味します。

▶ オリジナル問題マーク

01

Subject.１ 本書の表記
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　問題と解説をざっと読んで何がポイントとなるのかをつかみ

ましょう。
１

ST
EP

2

ST
EP

3

ST
EP

問題のポイントをつかむ

　選択肢１つごとに

「なぜ正しいのか」「なぜ誤っているのか」という理由付
けができるようにしてください。

理由づけを意識して問題を解く

　記憶は繰り返すことで定着します。合格するためには繰

り返し解く（回転させる）ことが重要です。

　最低７回転、できれば10回転を目標にしてください。
そのため、問題には書き込みをせずに繰り返し解けるよう

にしておきましょう。

繰り返し解く

Subject. 2     学習の手順

Ｂ
Mac
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主要参考文献一覧 
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橋本博之『行政判例ノート〔第３版〕』（2013年、弘文堂） 
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室井力・芝池義一・浜川清編著『コンメンタール行政法Ⅰ 行政手

続法・行政不服審査法〔第２版〕』（2008年、日本評論社） 

室井力・芝池義一・浜川清編著『コンメンタール行政法Ⅱ 行政事

件訴訟法・国家賠償法〔第２版〕』（2006年、日本評論社） 

村上順・白藤博行・人見剛編『別冊法学セミナー 新基本法コンメ

ンタール 地方自治法』（2011年、日本評論社） 
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６版〕』（2012年、有斐閣） 
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『Jurist臨時増刊 平成23年度重要判例解説』（2012年、有斐閣） 



　問題と解説をざっと読んで何がポイントとなるのかをつかみ

ましょう。
１

ST
EP

2

ST
EP

3

ST
EP

問題のポイントをつかむ

　選択肢１つごとに

「なぜ正しいのか」「なぜ誤っているのか」という理由付
けができるようにしてください。

理由づけを意識して問題を解く

　記憶は繰り返すことで定着します。合格するためには繰

り返し解く（回転させる）ことが重要です。

　最低７回転、できれば10回転を目標にしてください。
そのため、問題には書き込みをせずに繰り返し解けるよう

にしておきましょう。

繰り返し解く
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※※行行政政法法のの一一般般的的なな法法理理論論  行行政政のの組組織織  

 

1 決定権限を有する大臣をトップとする各省庁は、公法人であり、

公法上の権利・義務の帰属主体としての役割を担う。2001 

□□□□□□□□□□ 

2 公団、公庫、事業団などは、特殊法人と呼ばれているが、法的に

は国という公法人に所属する、その一機関にすぎない。2001 

□□□□□□□□□□ 

3 独立行政法人は、国とは独立した法人であるから、その職員が国

家公務員法上の公務員としての地位を有することはない。2009 

□□□□□□□□□□ 

4 独立行政法人は、国家行政組織法の定める「特別の機関」の一つ

であり、その設置は国家行政組織法の別表に掲げるところによる。

2013 

□□□□□□□□□□ 

5 行政機関が、行政主体のために行うことのできる事柄・活動の範

囲は権限と呼ばれ、私法上の権利と同様に、その権限行使を担当

する公務員に効果が帰属する。2001 

□□□□□□□□□□ 

6 行政庁とは、行政主体の意思を決定し、これを外部に表示する権

限を有する行政機関をいう。2009 

□□□□□□□□□□ 

7 国家行政組織法には行政庁は独任制でなければならないとの規

定があり、わが国には合議制の行政庁は存在しない。2009 

□□□□□□□□□□ 

8 諮問機関が示した答申･意見について、行政庁はそれを尊重すべ

きではあるが、法的に拘束されることはない。2006 

□□□□□□□□□□ 

9 補助機関とは行政主体の手足として実力を行使する機関であり、

警察官、収税官などがこれに当たる。2006 

□□□□□□□□□□ 
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1× 各省庁は、公法人（行政主体）ではなく行政機関である。また

公法上の権利・義務の帰属主体ともならない。 

2× 公団、公庫、事業団等の特殊法人は、国に所属する一機関では

なく、公法人（特別行政主体）である。 

3× 独立行政法人のうち行政執行法人の役員及び職員には国家公

務員の地位が与えられる（独立行政法人通則法51条）。 

4× 独立行政法人は、国家行政組織法の別表には掲げられていない。

なお、独立行政法人の設置は、独立行政法人通則法及び個別法

の定めるところによる。 

5× 行政機関の権限行使の効果は、その権限行使を担当する公務員

ではなく、国等の「行政主体」に帰属する。 

6○ 行政庁とは、行政主体の意思を決定し、外部に表示する権限を

もつ機関をいう。 

7× 国家行政組織法に行政庁は独任制でなければならないとの規

定はなく、わが国には合議制の行政庁（例：公正取引委員会）

も存在する。 

8○ 諮問機関の答申・意見は尊重されるが、法的には行政庁の意思

決定を拘束しない。 

9× 補助機関とは、行政庁その他の行政機関の職務を補助するため

日常的な事務を遂行する機関で、事務次官、局部課長、一般行

政職員などが該当する。本肢は、補助機関ではなく、「執行機関」

に関する記述である。 
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10 行政庁、諮問機関、参与機関などの行政機関の定義は、国家行

政組織法において定められている。2006 

□□□□□□□□□□ 

11 国家行政組織法は、内閣府を含む内閣の統轄の下における行政

機関の組織の基準を定める法律である。2009 

□□□□□□□□□□ 

12 国家行政組織法によれば、行政組織のために置かれる国の行政

機関には、省、庁および独立行政法人があり、その設置・廃止は

別に法律の定めるところによる。2015 

□□□□□□□□□□ 

13 国家行政組織法によれば、同法の定める国の行政機関には、審

議会等、合議により処理することが適当な事務をつかさどるため

の合議制機関を置くことができる。2015 

□□□□□□□□□□ 

14 内閣府設置法によれば、内閣総理大臣は、内閣府の長として、

内閣府の事務を統括し、職員の服務について統督する。 

2015 

□□□□□□□□□□ 

15 各省および内閣府には、必置の機関として事務次官を置くほか、

内閣が必要と認めるときは、閣議決定により副大臣を置くことが

できる。2009 

□□□□□□□□□□ 

16 省には外局として、委員会及び庁が置かれるが、内閣府にはそ

のような外局は置かれない。2009 

□□□□□□□□□□ 

17 上級行政庁は下級行政庁に対して監視権や取消権などの指揮監

督権を有するが、訓令権については認められていない。2009 

□□□□□□□□□□ 
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10× 国家行政組織法では、行政組織上の事務配分の単位（例：総

務省、消防庁）を「行政機関」と呼んでおり、行政庁、諮問機

関、参与機関等の行政機関に関する定めはない。 

11× 国家行政組織法は、内閣の統轄の下における行政機関で「内

閣府、デジタル庁及び復興庁以外」のものの組織の基準を定め、

もって国の行政事務の能率的な遂行のために必要な国家行政組

織を整えることを目的とする（国家行政組織法１条、復興庁設

置法附則３条）。  

12× 行政組織のため置かれる国の行政機関は、省、「委員会」及び

庁とし、その設置及び廃止は、別に法律の定めるところによる

（国家行政組織法３条２項）。  

13○ 国家行政組織法に定める国の行政機関（省・委員会・庁）に

は、法律の定める所掌事務の範囲内で、法律又は政令の定める

ところにより、重要事項に関する調査審議、不服審査その他学

識経験を有する者等の合議により処理することが適当な事務を

つかさどらせるための合議制の機関（審議会等）を置くことが

できる（国家行政組織法８条）。  

14○ 内閣総理大臣は、内閣府の長として、内閣府の事務を統括し、

職員の服務について統督する（内閣府設置法６条１項、７条１

項）。  

15× 副大臣は必置の機関である（国家行政組織法16条１項、内閣

府設置法13条１項）。なお、事務次官については正しい（国家行

政組織法18条１項、内閣府設置法15条１項）。 

16× 内閣府の外局として、公正取引委員会、国家公安委員会、個

人情報保護委員会、カジノ管理委員会、金融庁、消費者庁、こ

ども家庭庁が置かれている（内閣府設置法64条）。  

17× 上級行政庁は下級行政庁に対して指揮監督権を有し、その内

容として訓令権も認められる。また、特別の法律の定めがない

場合に取消権が認められるかについては争いがある。 
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18 行政庁がその権限の一部を他の行政機関に委任した場合であっ

ても、権限の所在自体は、委任した行政庁から受任機関には移ら

ない。2009 

□□□□□□□□□□ 

19 飲食店営業に関して東京都新宿区長Ｃの有する許可権限が同区

職員である保健所長Ｄに委任された場合であっても、当該権限の

行使につき、ＣはＤに対して指揮監督をすることができる。 

司試2010 

□□□□□□□□□□ 

20 法定の事実の発生に基づいて、法律上当然に行政機関の間に代

理関係の生ずる場合を、授権代理という。2009 

□□□□□□□□□□ 

21 権限の代理とは、行政機関の権限の全部又は一部を他の行政機

関が代わって行うことをいうが、権限行使機関の変更を伴うため

権限を授権した法律の趣旨に反することから、権限の代理は必要

やむを得ない場合に限られるべきであり、かつ、権限の代理が認

められるためには必ず法律の根拠が必要であるとする点で学説は

一致している。国公2003 

□□□□□□□□□□ 

22 行政庁の権限を補助機関が専決する場合には、代決の場合とは

異なり、処分権限は行政庁ではなく、補助機関に帰属することと

なる。2006 

□□□□□□□□□□ 
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18× 権限が委任されると、委任をした行政機関はその権限を失い、

その権限は受任機関に移る。  

19○ 上級行政機関は、下級行政機関に自己の権限の一部を委任し

た場合であっても、上級行政機関としての指揮監督権は失わな

い。よって、本肢の場合、新宿区長Ｃの有する許可権限が保健

所長Ｄに委任されても、当該権限の行使につき、ＣはＤに対し

て指揮監督をすることができる。 

20× 法定の事実の発生に基づいて、法律上当然に行政機関の間に

代理関係の生ずる場合を「法定代理」という。授権代理とは、

本来の権限を有する行政機関が権限の一部を他の行政機関に授

権することにより、代理関係が生じるものである。  

21× 権限の代理においては一身専属的な権限を代理させることは

できないとされており、行政機関の権限の全部を他の行政機関

が代わって行うことができるとはいえない。また、法定代理に

ついては法律の根拠が必要であるが、授権代理については法律

の根拠は不要である。 

22× 行政庁の権限を補助機関が専決する場合も、代決の場合と同

様、処分権限は行政庁に帰属することとなる。 
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問 題 １  次 に 掲 げ る 国 家 行 政 組 織 法 の 条 文 の 空欄 ア ～ オ に 当 て は

まる語句の組合せとして、妥当なものはどれか。2022 

□□□□□□□□□□ 

 

第１条 この法律は、内閣の統轄の下における行政機関で ア 及びデ

ジタル庁以外のもの（以下「国の行政機関」という。）の組織

の基準を定め、もって国の行政事務の能率的な遂行のために

必要な国家行政組織を整えることを目的とする。 

第３条第１項 国の行政機関の組織は、この法律でこれを定めるも

のとする。  

同第２項 行政組織のため置かれる国の行政機関は、省、イ 及び庁

とし、その設置及び廃止は、別に ウ の定めるところによる。  

同第３項 省は、内閣の統轄の下に第５条第１項の規定により各省

大 臣 の エ す る 行 政 事 務 及 び 同 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 当 該 大

臣が掌理する行政事務をつかさどる機関として置かれるもの

とし、イ 及び庁は、省に、その外局として置かれるものとす

る。  

第５条第１項 各省の長は、それぞれ各省大臣とし、内閣法にいう

主任の大臣として、それぞれ行政事務を エ する。  

同第２項 各省大臣は、前項の規定により行政事務を エ するほか、

それぞれ、その エ する行政事務に係る各省の任務に関連する

特定の内閣の重要政策について、当該重要政策に関して閣議

において決定された基本的な方針に基づいて、行政各部の施

策の統一を図るために必要となる企画及び立案並びに総合調

整に関する事務を掌理する。  

同第３項 各省大臣は、国務大臣のうちから、 オ が命ずる。（以下

略） 
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  ア    イ       ウ    エ     オ 

１ 自衛隊 委員会    内閣府令 分担管理 内閣 

２ 防衛省 独立行政法人 政令   所轄   天皇 

３ 内閣府 内部部局   政令   所掌   内閣 

４ 自衛隊 内部部局   法律   統轄   天皇 

５ 内閣府 委員会    法律   分担管理 内閣総理大臣 
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問 題 １  次 に 掲 げ る 国 家 行 政 組 織 法 の 条 文 の 空欄 ア ～ オ に 当 て は

まる語句の組合せとして、妥当なものはどれか。2022 

□□□□□□□□□□ 

 

第１条 この法律は、内閣の統轄の下における行政機関で ア 及びデ

ジタル庁以外のもの（以下「国の行政機関」という。）の組織

の基準を定め、もって国の行政事務の能率的な遂行のために

必要な国家行政組織を整えることを目的とする。 

第３条第１項 国の行政機関の組織は、この法律でこれを定めるも

のとする。  

同第２項 行政組織のため置かれる国の行政機関は、省、イ 及び庁

とし、その設置及び廃止は、別に ウ の定めるところによる。  

同第３項 省は、内閣の統轄の下に第５条第１項の規定により各省

大 臣 の エ す る 行 政 事 務 及 び 同 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 当 該 大

臣が掌理する行政事務をつかさどる機関として置かれるもの

とし、イ 及び庁は、省に、その外局として置かれるものとす

る。  

第５条第１項 各省の長は、それぞれ各省大臣とし、内閣法にいう

主任の大臣として、それぞれ行政事務を エ する。  

同第２項 各省大臣は、前項の規定により行政事務を エ するほか、

それぞれ、その エ する行政事務に係る各省の任務に関連する

特定の内閣の重要政策について、当該重要政策に関して閣議

において決定された基本的な方針に基づいて、行政各部の施

策の統一を図るために必要となる企画及び立案並びに総合調

整に関する事務を掌理する。  

同第３項 各省大臣は、国務大臣のうちから、 オ が命ずる。（以下

略） 
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  ア    イ       ウ    エ     オ 

１ 自衛隊 委員会    内閣府令 分担管理 内閣 

２ 防衛省 独立行政法人 政令   所轄   天皇 

３ 内閣府 内部部局   政令   所掌   内閣 

４ 自衛隊 内部部局   法律   統轄   天皇 

５ 内閣府 委員会    法律   分担管理 内閣総理大臣 
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問題１ 正解５ 

アには「内閣府」が入る。 

イには「委員会」が入る。 

ウには「法律」が入る。 

エには「分担管理」が入る。 

オには「内閣総理大臣」が入る。 

よって、５が正解となる。 
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